
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光触媒機能を有する機能材の製造方法であって、
　基材表面に、光触媒性金属酸化物および／またはその前駆体を含む光触媒コーティング
組成物を塗布し、前記基材表面を急速加熱して、前記光触媒性金属酸化物を前記基材表面
に固定させることを含んでなり、
　前記急速加熱を、単位面積当たりの発熱量が１２０ＭＪ／ｍ２ ・ｈ以上である発熱体を
備えた発熱手段により行い、該発熱体から前記基材の表面までの距離を５ｍｍ～３００ｍ
ｍの範囲とし、かつ前記急速加熱を２～６０秒間行うことを特徴とする、方法。
【請求項２】
　前記急速加熱が、前記基材表面を１００℃～８００℃に加熱することにより行われる、
請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記急速加熱が、前記基材表面を１５０℃～６００℃に加熱することにより行われる、
請求項２に記載の方法。
【請求項４】
　前記急速加熱中の前記基材がおかれる雰囲気温度が、１００℃～１０００℃である、請
求項１～３のいずれか一項に記載の方法。
【請求項５】
　前記急速加熱中、加熱温度が実質的に一定に保たれる、請求項１～４のいずれか一項に
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記載の方法。
【請求項６】
　前記光触媒コーティング組成物の塗布の前に、前記基材表面が予備加熱されてなる、請
求項１～５のいずれか一項に記載の方法。
【請求項７】
　前記予備加熱が、前記基材の表面を２０℃～４００℃に加熱することにより行われる、
請求項６に記載の方法。
【請求項８】
　前記急速加熱が、前記基材の表面にのみ集中して熱量を与えることにより行われる、請
求項１～７のいずれか一項に記載の方法。
【請求項９】
　前記光触媒コーティング組成物が塗布された基材を、前記急速加熱の前に乾燥させる、
請求項１～８のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１０】
　前記急速加熱に付された基材表面を、その後急速に冷却する、請求項１～９のいずれか
一項に記載の方法。
【請求項１１】
　前記光触媒性金属酸化物が、ＴｉＯ 2  、ＺｎＯ、ＳｎＯ 2  、ＳｒＴｉＯ 2  、ＷＯ 3  、Ｂ
ｉ 2  Ｏ 3  、Ｆｅ 2  Ｏ 3  、およびＶ 2  Ｏ 5  からなる群から選択されるものである、請求項１
～１０のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１２】
　前記光触媒性金属酸化物の前駆体が、Ｔｉ、Ｚｎ、Ｓｎ、Ｓｒ、Ｗ、Ｂｉ、Ｆｅ、およ
びＶからなる群から選択される金属を少なくとも一つ以上を含んでなる化合物であって、
前記急速加熱により光触媒性金属酸化物となるものである、請求項１～１１のいずれか一
項に記載の方法。
【請求項１３】
　前記光触媒コーティング組成物が、バインダーをさらに含んでなるものである、請求項
１～１２のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１４】
　前記バインダーが、無機酸化物粒子、シリコーン樹脂皮膜を形成可能なシリコーン樹脂
皮膜前駆体、およびシリカ皮膜を形成可能なシリカ皮膜前駆体からなる群から選択される
少なくとも一種と溶媒とを含むものである、請求項１３に記載の方法。
【請求項１５】
　前記バインダーが、
　Ｓｉ、Ａｌ、Ｋ、Ｌｉ、Ｎａ、Ｃｓ、Ｃａ、Ｍｇ、Ｔｉ、Ｐ、Ｂ、Ｚｒ、Ｒｂ、Ｆｒ、
Ｙ、Ｈｆ、もしくはランタノイドまたはそれらの化合物と、
　一般式Ｍｅ 2  Ｏ・ｎＳｉＯ 2  （ここでＭｅはアルカリ金属を表す）で表されるアルカリ
シリケートと
を含んでなるものである、請求項１３に記載の方法。
【請求項１６】
　組成の同一なまたは異なる複数の前記光触媒コーティング組成物を用意し、それらを前
記基材表面に積層状または多層状に塗布する、請求項１～１５のいずれか一項に記載の方
法。
【請求項１７】
　光触媒性金属酸化物および／またはその前駆体を含む光触媒コーティング組成物または
光触媒性金属酸化物および／またはその前駆体とバインダーとを含む光触媒コーティング
組成物と、バインダーを含有し、光触媒性金属酸化物および／またはその前駆体を実質的
に含まない少なくとも一種のコーティング組成物とを用意し、
　それらを前記基材表面に多層状に塗布し、
　その後急速加熱する、請求項１～１６のいずれか一項に記載の方法。
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【請求項１８】
　前記光触媒コーティング組成物が、Ａｇ、Ｃｕ、およびＺｎ、白金族金属ならびにそれ
らの酸化物から選択される金属および／または金属酸化物をさらに含んでなる、請求項１
～１７のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１９】
　前記金属および金属酸化物が、前記光触媒性金属酸化物の表面に担持されてなるもので
ある、請求項１８に記載の方法。
【請求項２０】
　前記金属および金属酸化物の前記光触媒性金属酸化物の表面への担持が紫外光の照射に
よる光還元固定化により行われたものである、請求項１９に記載の方法。
【請求項２１】
　前記光触媒コーティング組成物中の前記光触媒性金属酸化物および／またはその前駆体
の濃度が、固形分濃度で０．００１％～３５ｗｔ％である、請求項１～２０のいずれか一
項に記載の方法。
【請求項２２】
　前記光触媒コーティング組成物が、前記バインダーを、前記光触媒性金属酸化物および
その前駆体１重量部に対して０．００１～１００重量部含んでなる、請求項 ～２１の
いずれか一項に記載の方法。
【請求項２３】
　前記光触媒コーティング組成物が、前記バインダーを、前記光触媒性金属酸化物および
その前駆体１重量部に対して０．１～５重量部含んでなる、請求項 ～２２のいずれか
一項に記載の方法。
【請求項２４】
　前記基材が、金属、無機材料、有機材料、またはその複合材からなる、請求項１～２３
のいずれか一項に記載の方法。
【請求項２５】
　製造される光触媒機能を有する機能材が、内装材または外装材である、請求項１～２４
のいずれか一項に記載の方法。
【請求項２６】
　製造される光触媒機能を有する機能材が、タイル、衛生陶器、食器、ケイカル板、建材
、セラミック基板、半導体材料、碍子、ガラス、 鏡 である、請求項１～
２４のいずれか一項に記載の方法。
【請求項２７】
　光触媒機能を有する機能材の製造装置であって、光触媒性金属酸化物および／またはそ
の前駆体を含む光触媒コーティング組成物が塗布された基材の表面を急速加熱して、前記
光触媒性金属酸化物を前記基材表面に固定させる急速加熱手段を少なくとも備えてなり、
　前記急速加熱手段が、前記基材の表面までの距離が５ｍｍ～３００ｍｍの範囲となるよ
う固定または変動可能に設けられてなる、単位面積当たりの発熱量１２０ＭＪ／ｍ２ ・ｈ
以上を有する発熱体と、
　それを覆いかつ一定の加熱空間を形成する耐熱材料と、
　前記基材を前記加熱空間内に２～６０秒間保持する保持手段と、
　前記加熱空間に前記基材を搬入搬出するための搬入搬出口とを少なくとも含んでなるこ
とを特徴とする、装置。
【請求項２８】
　基材表面に、光触媒性金属酸化物および／またはその前駆体を含む光触媒コーティング
組成物を塗布する塗布手段をさらに備えた、請求項２７に記載の装置。
【請求項２９】
　請求項１～２６ に記載の方法を実施するための、請求項２７または２８
に記載の装置。
【請求項３０】
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　前記 加熱手段が、加熱温度を実質的に一定に保ち得るものである、請求項２７～２
９のいずれか一項に記載の装置。
【請求項３１】
　前記急速加熱手段により加熱温度が実質的に一定に保たれる領域の長さが、５ｃｍ以上
３０ｍ以下である、請求項２７～３０のいずれか一項に記載の装置。
【請求項３２】
　前記光触媒コーティング組成物の塗布の前に、前記基材表面を予備加熱する予備加熱手
段をさらに備えてなる、請求項２７～３１のいずれか一項に記載の装置。
【請求項３３】
　前記光触媒コーティング組成物が塗布された基材を乾燥する乾燥手段をさらに備えてな
る、請求項２７～３２のいずれか一項に記載の装置。
【請求項３４】
　前記 加熱手段により加熱された基材表面を急速に冷却させる冷却手段をさらに備え
てなる、請求項２７～３３のいずれか一項に記載の装置。
【請求項３５】
　基材を装置内で連続して移動搬送させることが可能な搬送手段を備えてなる、請求項２
７～３４のいずれか一項に記載の装置。
【請求項３６】
　前記塗布手段の下流に前記急速加熱手段が直ちに配置されてなる、請求項 ～３５の
いずれか一項に記載の装置。
【請求項３７】
　基材の製造装置の下流に直ちに配置されてなる、請求項２７～３６のいずれか一項に記
載の装置。
【請求項３８】
　前記搬送手段が、ベルトコンベアまたはローラコンベアである、請求項 ～３７のい
ずれか一項に記載の装置。
【請求項３９】
　前記搬送手段が、２０％以上の表面開口率を有する耐熱性多孔ベルトまたはローラ群か
らなるベルトコンベアまたはローラコンベアである、請求項３８に記載の装置。
【請求項４０】
　ベルトコンベアが５０ｍｍ×５０ｍｍ以下の網目の耐熱性網からなる、請求項３８に記
載の装置。
【請求項４１】
　ローラコンベアが、ピッチが１ｍｍ以上３００ｍｍ以下の連続する耐熱性ローラーから
なる、請求項３８に記載の装置。
【発明の詳細な説明】
［発明の背景］

本発明は、廃水処理、有害ガス等の浄化に優れた抗（殺）菌機能、脱臭機能、防汚機能を
発揮する光触媒機能を有する機能材の製造方法およびそのための装置に関する。

近年、生活排水や産業廃水等による水質汚染や、悪臭や、居住空間や作業空間でのＭＲＳ
Ａに代表される菌やカビによる汚染等の環境汚染が進み、社会問題となっている。
光を照射することにより、菌やカビ、悪臭成分等の有機化合物に対して酸素分子の吸着あ
るいは脱着を起こさせ、分解（酸化）を促進する機能を発揮する物質として、光触媒が注
目されている。光触媒を基材表面に固定することで、表面の清浄化を図る試みが数多く行
われている。
さらに、ＰＣＴ／ＷＯ９６／２９３７５号公報は、基材表面に形成された光触媒含有層表
面が、光触媒の光励起に応じて、高度の親水性（例えば、水との接触角に換算して１０°
以下）を呈することを開示している。この性質を利用して、ガラス、レンズ、鏡等の透明
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部材の防曇・視界確保性向上、物品表面の水洗浄性・降雨洗浄性向上等を図ることが出来
るとされている。
このような光触媒の機能を利用した機能性材料の製造は、光触媒性金属酸化物またはその
前駆体を含んだ塗工液を用意し、それを塗布し、乾燥または焼結させることで行われてい
た。例えば、チタンアルコキシドとアルコールアミン類とから調製されたチタニアゾル、
またはＴｉＯ２ 、Ｚｎ０、ＳｒＴｉ０３ 等の粒子を水系の溶媒に分散させて調製したゾル
を基材表面に塗布し、乾燥または焼結させることで製造されている。より具体的には、特
許第２５１７８７４号明細書に開示されるように、チタニアゾルを基板にコーティングし
た後、室温から徐々に６００℃～７００℃の最終温度にまで、加熱昇温して焼成し、光触
媒を固着させる方法により製造されている。
［発明の概要］
本発明者らは、今般、十分な性能の光触媒機能を有する機能材が急速な加熱により効率よ
く製造することができるとの知見を得た。また、この急速な加熱を基材の製造の直後に連
続して実施することで光触媒機能を有する機能材をさらに効率よく製造することができる
との知見を得た。本発明はかかる知見に基づくものである。
従って、本発明は、十分な性能を有する光触媒機能を有する機能材を製造可能な方法およ
びそのための装置の提供をその目的としている。
そして、本発明による光触媒機能を有する機能材の製造方法は、
基材表面に、光触媒性金属酸化物および／またはその前駆体を含む光触媒コーティング組
成物を塗布し、
前記基材表面を急速加熱して、前記光触媒性金属酸化物を前記基材表面に固定させること
を含んでなるものである。
さらに、本発明による光触媒機能を有する機能材の製造装置は、
基材表面に、光触媒性金属酸化物および／またはその前駆体を含む光触媒コーティング組
成物を塗布する塗布手段と、
前記基材表面を急速加熱して、前記光触媒性金属酸化物を前記基材表面に固定させる加熱
手段と
を少なくとも備えてなるものである。
本発明による方法および装置によれば、光触媒性金属酸化物を基材表面に短時間で確実に
固着させることができると共に、表面の平滑性が高く、光触媒機能に優れ、また耐摩耗性
、耐薬品性に優れた機能材を得ることができる。また、製造装置を小規模化することがで
き、製造工程の簡略化、省スペースを実現する。さらに、加熱に要する時間を短縮するこ
とで、コストの軽減や発生する排気ガスの減少を図れるとの利点を得ることができる。
［発明の具体的説明］

（ａ）
本発明は、光触媒機能を有する機能材の製造方法である。光触媒機能を有することによっ
て基材に付与される機能には種々の機能が含まれ、例えば親水性、抗菌性、防汚性、防藻
性、防曇性、ＮＯｘの浄化、帯電防止の機能などが挙げられる。従って、本発明による方
法によって製造される「機能材」とは、光触媒機能を付与された結果、上記の種々の機能
のうち少なくとも一つの機能を有するに至った材料を意味する。本発明による方法が適用
可能な「基材」の例としては、金属、無機材料、有機材料およびそれらの複合材であるこ
とができ、具体的には、内装材、外装材、タイル、衛生陶器、食器、ケイカル板、セメン
ト押し出し成形板等の建材もしくはセラミック基板、半導体等のニューセラミックス、碍
子、ガラス、鏡、木材、樹脂などが挙げられる。
（ｂ）
本発明による製造法にあっては、まず、上記基材に塗布する光触媒コーティング組成物材
を用意する。
本発明による方法に用いられる光触媒コーティング組成物は、光触媒性金属酸化物および
／またはその前駆体を含んでなる。
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本発明において光触媒性金属酸化物とは、その結晶の伝導帯と価電子帯との間のエネルギ
ーギャップよりも大きなエネルギー（すなわち短い波長）の光（励起光）を照射したとき
に、価電子帯中の電子の励起（光励起）が生じて、伝導電子と正孔を生成しうる物質を意
味する。このような光触媒性酸化物によれば、いわゆる酸化還元反応により有機化合物を
分解し、あるいは雰囲気中の水分子を吸着させる等により極めて高い程度の親水性を呈す
るに至る。本発明の好ましい態様によれば、光触媒性金属酸化物は、好ましくは、ＴｉＯ

２ 、ＺｎＯ、ＳｎＯ２ 、ＳｒＴｉＯ２ 、ＷＯ３ 、Ｂｉ２ Ｏ３ 、Ｆｅ２ Ｏ３ 、およびＶ２ Ｏ

５ からなる群から選択される。
また、本発明にあってこの光触媒コーティング組成物は、光触媒性金属酸化物の前駆体を
含んでなることができる。ここで、光触媒性金属酸化物の前駆体とは後記する急速加熱よ
って上記の光触媒性金属酸化物となるものを意味する。本発明の好ましい態様によれば、
このような前駆体として、Ｔｉ、Ｚｎ、Ｓｎ、Ｓｒ、Ｗ、Ｂｉ、Ｆｅ、およびＶからなる
群から選択される金属を少なくとも一つ以上を含んでなる化合物であって、後記する急速
加熱により対応する光触媒性金属酸化物となるものが挙げられる。
本発明の好ましい態様によれば、この光触媒コーティング組成物は、バインダーをさらに
含んでなるのが好ましい。バインダーの添加によって光触媒性金属酸化物をさらに強固に
基材表面に固着させることができるので有利である。バインダーの好ましい具体例として
は、後記する、無機酸化物粒子、シリコーン樹脂皮膜を形成可能なシリコーン樹脂皮膜前
駆体、およびシリカ皮膜を形成可能なシリカ皮膜前駆体からなる群から選択される少なく
とも一種と溶媒との混合物が挙げられる。さらに、バインダーの好ましい別の例としては
、一般式Ｍｅ２ Ｏ・ｎＳｉＯ２ （ここでＭｅはアルカリ金属を表す）で表されるアルカリ
シリケート（例えば、水ガラス、珪酸カリウム、珪酸リチウム、珪酸ナトリウム、および
シリカ）が挙げられ、これとＳｉ、Ａｌ、Ｋ、Ｌｉ、Ｎａ、Ｃｓ、Ｃａ、Ｍｇ、Ｔｉ、Ｐ
、Ｂ、Ｚｒ、もしくはＣｅなどのランタノイドまたはそれらの化合物との混合物もまた好
ましく用いられる。Ｓｉ、Ａｌ、Ｋ、Ｌｉ、Ｎａ、Ｃｓ、Ｃａ、Ｍｇ、Ｔｉ、Ｐ、Ｂ、Ｚ
ｒ、およびＣｅの化合物とは、一般式ＭＯ、ＭＯＨ、ＭＸ、またはＭＯＲ（ここで、Ｍは
上記元素を表し、Ｘはハロゲン原子を表し、Ｒはアルキル基を表す）で表される化合物を
意味する。これら化合物の具体例としては、ＳｉＯ２ 、ＳｉＯ３ 、Ｓｉ（ＯＨ）、Ａｌ（
ＯＨ）３ 、ＴｉＣｌ４ 、Ｔｉ（ＯＣ３ Ｈ７ ）４ 等が挙げられる。これら混合物からなるバ
インダーを利用することにより、良好な性能の光触媒機能を有する機能材が得られる。よ
り具体的には、暗所での親水性の維持性が高く、油汚れが水により容易に除去可能な機能
材が得られる。さらに、負の表面電荷を有する機能材が得られる。また、表面の帯電半減
期が短い（好ましくは１０秒以下である）機能材が得られる。さらに、高い表面強度（本
発明の好ましい態様によれば、鉛筆硬度で２Ｈ以上の硬度）を有することから化学的、物
理的耐久性能に優れた機能材を得ることができる。
また、アルカリシリケートと共に、またはアルカリシリケートに代えて、アルカリシリケ
ートの前駆体を用いることもでき、このようなアルカリシリケートの前駆体としては、Ｌ
ｉ、Ｋ、Ｎａ、Ｓｉの水酸化物等が挙げられる。
本発明の好ましい態様によれば、光触媒コーティング組成物中の光触媒性金属酸化物およ
び／またはその前駆体の濃度は、固形分濃度で０．００１重量％～３５重量％であること
が好ましく、より好ましくは０．１重量％～１０重量％の範囲である。上記範囲にあるこ
とで、良好な性能および良好な強度を有する先触媒性の表面が得られる。さらに、表面が
均一かつ平滑で、良好な光沢を有する機能材を得ることができる。
さらに、前記光触媒コーティング組成物は、後記する機能材表面に非架橋酸素を多く生成
させることができる。ここで、非架橋酸素とは次の意味を表す。バインダー成分の多くは
Ｍ－ＯＨ（ここで、Ｍは金属元素を表し、具体的にはＭはＳｉ、Ｔｉ、Ａｌ、Ｚｒ、Ｓｎ
、Ｔａ、Ｂｉなどである）が、急速加熱によって架橋し、Ｍ－Ｏ－Ｍ結合を形成すること
で高分子化して、光触媒性金属酸化物を伴いながら基材表面に固着する。このとき、一部
のＭ－ＯＨは形成される高分子の分子中に取り込まれながら、Ｍ－Ｏ－Ｍ結合を形成する
ことなしに存在する。さらに、このＭ－ＯＨの一部は前記光触媒コーティング組成物に存
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在したイオン種（例えば、ナトリウムなど）とイオン結合して、可逆的にＭ－ＯＨとなり
うるＭ－Ｏ－ Ｘ＋ （ここで、Ｘはナトリウムイオンなどのカチオンを表す）となる。さら
に、本発明者らの得た知見によれば、後記する急速加熱条件下にあっては、Ｍ－Ｏ－Ｍ結
合もまた、空気中の水分子との接触によってＭ－ＯＨ結合に解離することが観察された。
これらＭ－ＯＨおよびＭ－Ｏ－ Ｘ＋ を本発明にあっては、非架橋性酸素と呼ぶ。この非架
橋性酸素は、水分子と極めてなじみやすく、基材表面に空気中の水分子を取り込みすらす
る。さらに、水が基材表面と接触すると、非架橋酸素は、水よりも先に基材表面に存在し
ていた分子よりも水分子と結合しやすいことから、先に基材表面に存在していた分子と水
分子とが入れ替わり、これによって先に基材表面に存在していた分子が脱落する。よって
、この非架橋性酸素が基材表面に存在することにより、光触媒性金属酸化物が呈する親水
性と相まって、基材表面は極めて高い親水性を呈する。この親水性の結果、親水性の汚れ
は無論のこと、親油性の汚れも容易に水により洗い流すことが可能となるとの利点が得ら
れる。
本発明の好ましい態様によれば、前記光触媒コーティング組成物は、バインダーを、光触
媒性金属酸化物およびその前駆体１重量部に対して０．００１～１００重量部含んでなる
ことが好ましく、より好ましくは０．１～５重量部含んでなる。バインダーと光触媒性金
属酸化物との量を上記範囲におくことで、急速加熱に必要な温度があまり高くならず、ま
た良好な性能の機能材を得ることができる。
本発明の好ましい態様によれば、光触媒コーティング組成物は、金属および／または金属
酸化物、例えば、Ｃｕ、Ａｇ、Ｎｉ、Ｆｅ、Ｚｎ、Ｐｔ、Ａｕ、Ｒｈ、Ｖ、Ｃｒ、Ｃｏ、
Ｍｎ、Ｗ、Ｎｂ、Ｓｂ、および白金族金属ならびにそれらの酸化物から選択される金属ま
たは金属酸化物の少なくとも一種、をさらに含んでなることができる。この金属および金
属酸化物の好ましい例としては、Ｃｕ、Ａｇ、Ｐｔ、Ｃｏ、Ｆｅ、Ｎｉ、Ｃｕ２ Ｏ、Ａｇ

２ Ｏ、Ａｕ、Ｚｎ、Ｃｒ、ＭｎおよびＭｏからなる群から選択される少なくとも一種の金
属粒子である。これら金属または金属酸化物を添加した場合、形成される被膜は、表面に
付着した細菌や黴を暗所でも死滅させることができる。また、Ｐｔ、Ｐｄ、Ｒｕ、Ｒｈ、
Ｉｒ、Ｏｓのような白金族金属または酸化物は、光触媒の酸化還元活性を増強させ、その
結果有機物汚れの分解性、有害気体や悪臭の分解性を向上させることができることから添
加が好ましい。また、金属酸化物の別の好ましい例としては、Ｓｉ、Ａｌ、Ｋ、Ｌｉ、Ｎ
ａ、Ｃｓ、ＲｂおよびＦｒからなる群から選択される少なくとも一種の金属の酸化物が挙
げられる。これらの金属酸化物を添加することにより、形成される被膜の親水性を向上さ
せることができる。なお、この場合、金属酸化物は前述のバインダーとしての機能も同時
に備えるものとして添加されてもよい。
さらに本発明の好ましい態様によれば、上記の金属および金属酸化物は、光触媒性金属酸
化物の表面に担持されてなるものであることが好ましい。上記の金属および金属酸化物の
光触媒性金属酸化物の表面への担持は、例えば、光触媒粒子のゾルに、硝酸銀、酢酸銅な
どの金属塩を添加し、これに紫外光等を照射して、光触媒粒子表面に金属をあらかじめ光
還元固定化する方法、あるいは光触媒粒子を基材表面に固定化した後、硝酸銀、酢酸銅等
の金属塩を塗布し、紫外線等の照射により、後的に光触媒粒子表面に金属を担持させる方
法、さらにはこれら金属を光触媒にドーピングする方法により行うことができる。
さらに本発明の好ましい態様によれば、前記光触媒コーティング組成物は界面活性剤を含
んでなることが好ましい。界面活性剤の添加によって、基材表面に光触媒コーティング組
成物を均一に塗布することが可能となる。
本発明の最も好ましい態様によれば、光触媒コーティング組成物は、基本的に、
（１）光触媒性金属酸化物と、
（２）無機酸化物粒子、シリコーン樹脂皮膜を形成可能なシリコーン樹脂皮膜前駆体、お
よびシリカ皮膜を形成可能なシリカ皮膜前駆体からなる群から選択される少なくとも一種
と、そして
（３）溶媒と
とを含んでなる。
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この光触媒性金属酸化物の平均結晶子径は、好ましくは１００ｎｍ以下である。その上限
は好ましくは２０ｎｍ程度以下であり、より好ましくは１０ｎｍ程度以下である。また、
その下限は好ましくは１ｎｍ程度以上であり、より好ましくは３ｎｍ程度以上である。光
触媒粒子の平均結晶子径が上記範囲にあることで、親水化作用を充分に発揮し、かつ組成
物を適用した表面が粒子による可視光の散乱により透明性を失ってしまうことを防止でき
る。
本発明による組成物に利用可能な無機酸化物粒子の例としては、シリカ、アルミナ、ジル
コニア、セリア、イットリア、ボロニア、マグネシア、カルシア、フェライト、無定型チ
タニア、ハフニア等の単一酸化物に加え、チタン酸バリウム、ケイ酸カルシウム、水ガラ
ス、アルミノケイ酸塩、リン酸カルシウム等の複合酸化物が挙げられる。
本発明の好ましい態様によれば、これら無機酸化物は、水を分散媒とした水性コロイド、
またはエチルアルコール、イソプロピルアルコールまたはエチレングリコールなどの親水
性溶媒にコロイド状に分散させたオルガノゾルの形態とされるのが好ましい。特に、コロ
イダルシリカの利用が好ましい。
無機酸化物粒子の粒径は特に限定されないが、水性コロイドまたはオルガノゾルの形態と
されたとき５～５０ｎｍ程度の粒径が、最終的な光触媒性親水性被膜の光沢、濁り、曇り
、透明性等の観点から好ましい。
また、本発明による組成物に利用可能なシリコーン皮膜を形成可能なシリコーン皮膜前駆
体の好ましい例としては、平均組成式
Ｒｐ　ＳｉＸｑ　Ｏ（ ４ － ｐ － ｑ ） ／ ２

（式中、
Ｒは、水素原子および有機基の一種または二種以上の基からなる群から選択される基であ
り、
Ｘはアルコキシ基またはハロゲン原子であり、
ｐは０＜ｐ＜２を、ｑは０＜ｑ＜４をそれぞれ満足する数である）で表されるシロキサン
が挙げられる。
また、本発明による組成物に利用可能なシリコーン皮膜を形成可能なシリコーン皮膜前駆
体の別の好ましい例としては、一般式
Ｒｐ　ＳｉＸ４ － ｐ

（式中、
Ｒは、先に定義したものと同義であり、
Ｘはアルコキシ基またはハロゲン原子であり、
ｐは１または２である）で表される加水分解性シラン誘導体が挙げられる。
ここで、Ｒが表す有機基とは、アルキル（より好ましくは炭素数１～１８の非置換アルキ
ル、最も好ましくは炭素数３～１８のアルキルである）またはアリール（好ましくはフェ
ニルである）を意味する。
上記加水分解性シラン誘導体の好ましい具体例としては、メチルトリメトキシシラン、メ
チルトリエトキシシラン、メチルトリプロポキシシラン、メチルトリブトキシシラン、エ
チルトリメトキシシラン、エチルトリエトキシシラン、エチルトリプロポキシシラン、エ
チルトリブトキシシラン、フェニルトリメトキシシラン、フェニルトリエトキシシラン、
フェニルトリプロポキシシラン、フェニルトリブトキシシラン、ジメチルジメトキシシラ
ン、ジメチルジエトキシシラン、ジメチルジプロポキシシラン、ジメチルジブトキシシラ
ン、ジエチルジメトキシシラン、ジエチルジエトキシシラン、ジエチルジプロポキシシラ
ン、ジエチルジブトキシシラン、フェニルメチルジメトキシシラン、フェニルメチルジエ
トキシシラン、フェニルメチルジプロポキシシラン、フェニルメチルジブトキシシラン、
ｎ－プロピルトリメトキシシラン、ｎ－プロピルトリエトキシシラン、ｎ－プロピルトリ
プロポキシシラン、ｎ－プロピルトリブトキシシラン、γ－グリコキシドキシプロピルト
リメトキシシラン、γ－アクリロキシプロピルトリメトキシシラン等が挙げられる。
また、上記シロキサンとしては、上記の加水分解性シラン誘導体の部分加水分解および脱
水縮重合、または上記加水分解性シラン誘導体の部分加水分解物と、テトラメトキシシラ
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ン、テトラエトキシシラン、テトラプロポキシシラン、テトラブトキシシラン、ジエトキ
シジメトシシラン等の部分加水分解物との脱水縮重合により調製したものを利用すること
ができる。
上記前駆体を後記する方法により部分的に加水分解または脱水縮重合することにより得ら
れるシリコーン樹脂は、下記の平均組成式で表されるものである：
Ｒｐ　ＳｉＯ（ ４ － ｐ ） ／ ２

（式中、
Ｒは、上で定義したものと同義であり、
Ｘはアルコキシ基またはハロゲン原子であり、
ｐは０＜ｐ＜２を満足する数である）。
本発明による組成物に含まれる上記前駆体の添加量は適宜決定されてよいが、例えば光触
媒粒子１重量部に対して、シリカ換算重量で１０重量部以下が好ましく、より好ましくは
５重量部以下であり、最も好ましくは１重量部以下であり、また０．０５重量部以上が好
ましく、より好ましくは０．１重量部以上であり、最も好ましくは０．２重量部以上であ
る。
本発明による組成物に含まれる溶媒は、上記光触媒粒子および上記前駆体を安定に分散さ
せ、最終的に親水化表面が得られる限り限定されないが、例えば水もしくは有機溶媒また
はそれらの混合溶媒がその例として挙げられる。特に水もしくはアルコールまたはそれら
の混合溶媒が好ましい。
本発明の好ましい態様によれば、分子量６０～３００、好ましくは分子量６０～１００、
の常温で液体のアルコールの利用が好ましい。
アルコールの好ましい具体例としては、メタノール、エタノール、ｎ－プロパノール、イ
ソプロパノール、ｔ－ブタノール、イソブタノール、ｎ－ブタノール、２－メチルプロパ
ノール、ペンタノール、エチレングリコール、モノアセトンアルコール、ジアセトンアル
コール、エチレングリコールモノメチルエーテル、４－ヒドロキシ－４－メチル－２－ペ
ンタノン、ジプロピレングリコール、プロピレングリコール、トリプロピレングリコール
、１－エトキシ－２－プロパノール、１－ブトキシ－２－プロパノール、１－プロポキシ
－２－プロパノール、プロピレングリコールモノメチルエーテル、ジプロピレングリコー
ルモノメチルエーテル、ジプロピレングリコールモノエチルエーテル、トリプロピレング
リコールモノメチルエーテル、２－ブトキシエタノール等が挙げられる。
また、シリカ皮膜前駆体の好ましい例としては、平均組成式
ＳｉＸｑ　Ｏ（ ４ － ｑ ） ／ ２

（式中、Ｘはアルコキシ基またはハロゲン原子であり、ｑは０＜ｑ＜４を満足する数であ
る）で表されるシリケートが挙げられる。
また、シリカ皮膜前駆体の別の好ましい例としては、一般式
ＳｉＸ４

（式中、Ｒは、前記式で定義したものと同義であり、
Ｘはアルコキシ基またはハロゲン原子である）で表される四官能加水分解性シラン誘導体
が挙げられる。
さらに、上記四官能加水分解性シラン誘導体の好ましい具体例としては、テトラメトキシ
シラン、テトラエトキシシラン、テトラプロポキシシラン、テトラブトキシシラン、ジエ
トキシジメトキシシラン等があげられる。
また、上記シリケートの好ましい具体例としては、上記四官能加水分解性シラン誘導体の
部分加水分解および脱水縮重合などが挙げられる。
組成物の溶媒としては、水、アルコール等が利用できる。特に、分子量６０～３００の液
状アルコールが好ましい。このようなアルコールは、蒸発が適度に遅いために、組成物を
塗布する際に、組成物の分散性の溶媒蒸発を原因とする変動を抑制することができ、それ
によって透明かつ均一な塗膜を形成することが可能となるからである。
分子量６０～３００の液状アルコールの例としては、ｎ－プロパノール、イソプロパノー
ル、ｔ－ブタノール、イソブタノール、ｎ－ブタノール、２－メチルプロパノール、ペン
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タノール、エチレングリコール、モノアセトンアルコール、ジアセトンアルコール、エチ
レングリコールモノメチルエーテル、４－ヒドロキシ－４－メチル－２－ペンタノン、ジ
プロピレングリコール、プロピレングリコール、トリプロピレングリコール、１－エトキ
シ－２－プロパノール、１－ブトキシ－２－プロパノール、１－プロポキシ－２－プロパ
ノール、プロピレングリコールモノメチルエーテル、ジプロピレングリコールモノメチル
エーテル、ジプロピレングリコールモノエチルエーテル、トリプロピレングリコールモノ
メチルエーテル等が好適に利用できる。
組成物は、上記成分に加えて、界面活性剤、重合硬化触媒、加水分解触媒、レベリング剤
、抗菌金属、ｐＨ調整剤、香料、保存安定剤などを含んでなることができる。
重合触媒としては、アルミニウムキレート、アルミニウムアセチルアセトナート、過塩素
酸アルミニウム、塩化アルミニウム、アルミニウムイソブトキシド、アルミニウムイソプ
ロポキシドのようなアルミニウム化合物；テトライソプロピルチタネート、テトラブトキ
シチタネートのようなチタン化合物；水酸化ナトリウム、水酸化リチウム、水酸化カリウ
ム、ナトリウムメチラート、酢酸ナトリウム、ギ酸ナトリウム、酢酸カリウム、ギ酸カリ
ウム、プロピオン酸カリウム、テトラメチルアンモニウムヒドロキシドのような塩基性化
合物類；ｎ－ヘキシルアミン、トリブチルアミン、ジアザビシクロウンデセン、エチレン
ジアミン、ヘキサンジアミン、ジエチレントリアミン、テトラエチレンベンタミン、トリ
エチレンテトラミン、エタノールアミン類、γ－アミノプロピルトリメトキシシラン、γ
－アミノプロピルメチルジメトキシシラン、γ－（２－アミノメチル）－アミノプロピル
トリメトキシシラン、γ－（２－アミノメチル）－アミノプロピルメチルジメトキシシラ
ンのようなアミン化合物；錫アセチルアセトナート、ジブチル錫オクチレートのような錫
化合物；コバルトオクチレート、コバルトアセチルアセトナート、鉄アセチルアセトナー
トのような金属化合物類；リン酸、硝酸、フタル酸、ｐ－トルエンスルホン酸、トリクロ
ル酢酸のような酸性化合物類などが挙げられる。
加水分解触媒としては、ｐＨ２～５の硝酸、塩酸、酢酸、硫酸、スルホン酸、マレイン酸
、プロピオン酸、アジピン酸、フマル酸、フタル酸、吉草酸、乳酸、酪酸、クエン酸、リ
ンゴ酸、ピクリン酸、ギ酸、炭酸、フェノール等が好適に利用できる。
レベリング剤としては、ジアセトンアルコール、エチレングリコールモノメチルエーテル
、４－ヒドロキシ－４－メチル－２－ペンタノン、ジプロピレングリコール、トリプロピ
レングリコール、１－エトキシ－２－プロパノール、１－ブトキシ－２－プロパノール、
プロピレングリコールモノメチルエーテル、１－プロポキシ－２－プロパノール、ジプロ
ピレングリコールモノメチルエーテル、ジプロピレングリコールモノエチルエーテル、ト
リプロピレングリコールモノエチルエーテル等が好適に利用できる。
（ｃ）
本発明による方法にあっては、上記の光触媒コーティング組成物を基材に塗布する。塗布
方法としては、スプレーコーティング法、ディップコーティング法、フローコーティング
法、スピンコーティング法、ロールコーティング法、刷毛塗り、スポンジ塗り等の方法が
好適に利用できる。本発明の好ましい態様によれば、組成物はスプレーにより塗布される
ことが好ましい。
さらに、本発明の好ましい態様によれば、光触媒コーティング組成物の塗布の前に、基材
表面が予備加熱されることが好ましい。予備加熱は、基材の表面を２０℃～４００℃に加
熱することにより行われる。加熱された基材表面に塗布された光触媒コーティング組成物
は、均一に広がり、むらのない塗膜が得られるので有利である。
さらに、本発明の好ましい態様によれば、光触媒コーティング組成物が塗布された基材表
面を急速加熱の前に乾燥させてもよい。基材には後記する急速加熱により大量の熱量が負
荷される。基材上に余分な水分または溶媒成分が存在すると急激な温度変化による水また
は溶媒成分の急激な蒸発などにより基材表面の平滑度が失われてしまうおそれがある。よ
って、乾燥により予め余分な水分または溶媒成分を除くことが望ましいことがある。乾燥
は送風または加熱により行われてよい。
図１（ａ）は、基材１に光触媒コーティング組成物の層２ａが塗布された状態を模式的に
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表したものである。後記する急速加熱によってこの光触媒コーティング組成物の層２ａは
、光触媒機能を基材１に付与する薄膜２ｂとなり、光触媒機能を有する機能材３が得られ
る。
さらに、本発明の好ましい態様によれば、光触媒コーティング組成物を基材表面に積層状
または多層状に塗布することが可能である。具体的には、光触媒コーティング組成物とし
て、組成の同一なまたは異なるものを用意し、それらを前記基材表面に順次塗布する。組
成が同一のものである場合、積層状または多層状に塗布するとは、いわゆる重ね塗りであ
り、均一でむらのない塗布が可能となる。
また、本発明の別の態様によれば、まずバインダーと溶剤とからなり、実質的に光触媒性
金属酸化物および／またはその前駆体を含まない組成物を塗布した後、光触媒性金属酸化
物および／またはその前駆体を含む光触媒コーティング組成物または光触媒性金属酸化物
および／またはその前駆体とバインダーとを含む光触媒コーティング組成物を塗布するこ
とが好ましい。非架橋酸素の機能を十分に発揮させる態様としては、先に光触媒組成物を
塗布した後に、バインダーと溶剤とからなる組成物を塗布する様な積層または多層構造が
好ましい。図２は、この態様による機能材を模式的に表したものである。基材１に光触媒
コーティング組成物の層２ａが塗布され、さらにこの層２ａの上に、バインダーと溶剤と
からなる層４ａを塗布する。後記する急速加熱によってこの光触媒コーティング組成物の
層２ａは、光触媒機能を基材１に付与する薄膜２ｂとなり、層４ａは非架橋酸素を有し親
水性の発揮に寄与する層４ｂとなり、光触媒機能を有する機能材３が得られる。
（ｄ）
上記のようにして光触媒コーティング組成物が塗布された基材表面は、急速加熱に付され
る。本発明において「急速加熱」とは、基材上の光触媒コーティング組成物には熱量が均
一に行き渡るが、基材全体が表面と同様の温度に加熱されるには至らない程度の時間で加
熱することを意味する。従って、急速加熱は基材の表面にのみ集中して熱量を与えること
により行われることが好ましい。
本発明の好ましい態様によれば、基材の表面温度を１００℃～８００℃に加熱することに
より行われることが好ましく、より好ましくは１５０℃～６００℃の範囲である。さらに
、上記の通り、基材全体が上記温度に至らないような時間で加熱する。具体的には、急速
加熱の時間は２秒～６０秒程度が好ましく、より好ましくは５～３０秒である。基材の表
面が上記温度になるように急速に加熱することで、十分な性能の光触媒機能を有する機能
材を効率よく製造することができる。とりわけ、上記温度範囲による加熱によって、上記
した非架橋酸素が効率よく形成され、親水性の発揮に極めて有利であるからである。また
、基材全体が上記のような高温至らないことから、加熱の衝撃のために昇温時に割れたり
、クラックが入ることが有効に防止され、さらには冷却時にも同様の現象を有効に防止で
きるとの利点が得られる。
さらに、本発明の好ましい態様によれば、急速加熱中、加熱温度が実質的に一定に保たれ
ることが好ましい。また、本発明の好ましい態様によれば、急速加熱中の前記基材がおか
れる雰囲気温度は、１００℃～１０００℃であることが好ましい。
さらに本発明の好ましい態様によれば、急速加熱は単位面積当たりの発熱量が１２０ＭＪ
／ｍ２ ・ｈ以上である発熱手段により行われることが好ましく、より好ましくは４００Ｍ
Ｊ／ｍ２ ・ｈ以上である。
急速加熱された基材は、その後冷却され、最終的な機能材とされる。本発明の好ましい態
様によれば、この冷却は急速に行われてもよい。

本発明によれば、上記した機能材の製造方法を実施するのに好ましい装置が提供される。
図３は、本発明による機能材の製造装置の説明図である。図に示す装置は、本発明による
装置と、基材の製造装置とが連続して配設された装置である。図に示す装置は、基材とし
てまずいわゆる陶器を製造する成形装置５、施釉装置６、および焼成装置７からなる装置
と、光触媒コーティング組成物の塗布装置８、急速加熱装置９、および冷却領域１０とか
らなる本発明による装置とが連続して配設され、さらに各装置内および装置間において連
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続して基材を搬送可能な搬送装置１６を備えてなる。したがって、基材成形装置５、施釉
装置６、および焼成装置７からなる基材の製造装置は、本発明による方法を適用しようと
する基材に応じて適宜選択され他の構成とされてよい。なお、本発明による装置とは、光
触媒コーティング組成物の塗布装置８、急速加熱装置９、および冷却領域１０とからなる
装置のみならず、図３に示されるような基材の製造から光触媒機能を有する機能材を一貫
して製造可能な装置をも含む意味に用いる。すなわち、光触媒コーティング組成物の塗布
装置８、急速加熱装置９、および冷却領域１０とからなる装置が、基材の製造装置の下流
に直ちに配置されてなる構成も本発明の範囲に含まれるものである。
図中の成形装置５により基材を成形し、施釉装置６により釉薬を塗布された後、基材は焼
成装置７により焼成される。焼成装置７によって焼成された基材は依然として高い温度を
有している。本発明の好ましい態様によれば、基材がある程度の高い温度にある状態で、
光触媒コーティング組成物の塗布が行われることが好ましい。
図中の塗布装置８は、塗布方法として選択した手法に応じて構成されてよい。例えば、ス
プレーコーティングを選択した場合には、光触媒コーティング組成物をスプレーする装置
を含んで構成される。
図４は、図３中の急速加熱装置９の構造を模式的に表したものである。この急速加熱装置
９は、発熱体２１と、それを覆いかつ加熱空間を形成する耐熱材料２２と、加熱しようと
する基材２３を前記加熱空間内に保持しかつ図中の矢印Ａ方向に基材を搬送する搬送手段
１６と、前記加熱空間に基材を搬入搬出するための搬入口２４と搬出口２５とから基本的
になる。
発熱体２１は、基材を急速加熱可能な構成であれば特に限定されず、電気的な発熱体、ガ
ス、その他の燃料を燃焼させて熱量を発生させる発熱体などが利用可能である。上記のよ
うに、急速加熱は単位面積当たりの発熱量が１２０ＭＪ／ｍ２ ・ｈ以上である発熱手段に
より行われることが好ましく、より好ましくは４００ＭＪ／ｍ２ ・ｈ以上であるから、こ
れら熱量を発生可能な発熱体とすることが好ましい。また、発熱体から基材の表面までの
距離は、急速加熱に十分な熱量が基材に加わる範囲で適宜決定されてよいが、５ｍｍ～３
００ｍｍ程度が一般的であろう。従って、発熱体を基材間での距離が上記範囲にあるよう
に固定または変動可能に設けられてなることが好ましい。
また、上記のように、急速加熱中は加熱温度を実質的に一定に保つことが好ましい。よっ
て、急速加熱装置の加熱空間は断熱材料２２によって十分に断熱されるとともに、搬入口
２４と搬出口２５とからの熱の損失の影響が小さくなるようにされることが好ましい。搬
入口２４と搬出口２５とは図４に示されるように常時開放されていてもよいが、基材の搬
入搬出に伴い開閉するよう構成されてもよい。急速加熱の温度が実質的に一定に保たれる
領域の長さは適宜決定されてよいが、５ｃｍ以上３０ｍ以下とされることが一般的であろ
う。
搬送装置１６は、基材を加熱空間において保持し搬送可能であればその構成は問わないが
、ベルトコンベアまたはローラコンベアが好ましく用いられる。本発明の好ましい態様に
よれば、加熱空間内における熱伝達が良好に行われるよう、搬送装置１６は加熱空間を必
要以上に熱的に区画しないよう構成されることが好ましい。たとえば、搬送手段として、
２０％以上の表面開口率を有する耐熱性多孔ベルトまたはローラ群からなるベルトコンベ
アまたはローラコンベアを用いることが好ましい。さらに、別の好ましい態様によれば、
搬送手段は５０ｍｍ×５０ｍｍ以下の網目の耐熱性網からなるベルトコンベア、あるいは
ピッチが１ｍｍ以上３００ｍｍ以下の連続する耐熱性ローラー群からなるローラコンベア
とすることが好ましい。
冷却装置１０により、急速加熱された基材表面を室温まで冷却する。この装置は、基材を
室温雰囲気に置いて室温まで基材表面の温度を下げる機能を有する。室温まで基材表面の
温度を下げる機能を有する限り、この装置は基材表面が室温の空気に単に触れるよう構成
されてもよく、また室温または室温よりも若干高いまたは低い空気を強制的に基材に吹き
付けることで基材表面の温度を下げるよう構成されてもよい。但し、急激な冷却は機能材
の表面に亀裂等を生じさせるおそれがあるので、そのような弊害が生じない範囲で急速に
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冷却することが望ましい。
図５は、光触媒コーティング組成物の塗布の前に、前記基材表面を予備加熱する予備加熱
装置を備えた装置を示すものである。この予備加熱装置によって基材表面を加熱し、光触
媒コーティング組成物を均一に塗布できる温度まで基材表面の温度を上げておくことがで
きる。図５に示す装置は、予備加熱装置１１を塗布装置８の前に設けた構成を示したもの
である。上記したように、この予備加熱装置によって基材の表面を２０℃～４００℃に加
熱することが好ましい。なお、この予備加熱装置１１の上流には図３に示される基材を製
造する成形装置５、施釉装置６、および焼成装置７からなる装置が連結されてよいことは
無論である。但し、焼成装置７によって焼成された基材は依然として高い温度を有してい
ることから、基材の製造と一貫して光触媒機能を有する機能材が製造される場合には、こ
の予備加熱装置は不要であることが一般的である。従って、この予備加熱装置が必要とな
るのは、別途基材が製造され、その基材が十分な温度を有していない場合となることが通
常であろう。
さらに図５の装置は、塗布装置８により光触媒コーティング組成物が塗布された基材を乾
燥する乾燥装置１２を、急速加熱装置９の前に備えてなる。この乾燥装置１２は、送風手
段または加熱手段をそなえ、余分な水分または溶媒成分を基材表面から除くものである。
図５の装置において、急速加熱装置９および冷却装置１０は図３に記載の装置と同一であ
ってよい。
［実　　施　　例］

（ａ）光触媒コーティング組成物の調製
まず、チタンゾル（石原産業株式会社製、商品名　ＳＴＳ－２１）と、シリカゾル（日産
化学株式会社製、商品名　スノーテックス　Ｓ）、リチウムシリケート（日本化学株式会
社製、商品名　珪酸リチウム　３５）とを混合し、酸化チタン１重量部に対して１％硝酸
銀水溶液１重量部、０．３％酢酸銅水溶液２重量部を添加し、紫外線（紫外線強度約１ｍ
Ｗ／ｃｍ２ ）を４時間照射した。この間溶液を攪拌して、紫外線が十分照射されるように
した。この操作によって、光触媒コーティング組成物として、最終濃度が銀および銅を酸
化チタン光触媒に担持させたチタンゾル（固形分０．１％）０．２重量％、シリカゾル０
．３重量％、リチウムシリケート０．４重量％である混合ゾルを調製した。
（ｂ）基材の調製
図３に示される装置の成形装置５で陶磁器原料をプレス成形して素地を得た後、施釉装置
６で、得られた素地の表面に釉薬を塗布した。続いて、焼成温度１１５０℃に設定された
焼成装置７であるローラーハースキルン内を４０分間通過させて焼成して、タイルを得た
。
（ｃ）機能材の製造
図３に示される装置の塗布操置８内において、得られたタイルの温度がローラーハースキ
ルンの出口において１５０℃となったとき、上で調製した光触媒コーティング組成物をタ
イルの表面にスプレー塗布した。塗布量は１５ｇ／ｍ２ とした。タイルの温度が１５０℃
と高温であることから、余分な水分は瞬時に蒸発し、固形分のみがタイル表面に均一に積
層し、約０．１μｍの薄膜が形成された。
次に、タイルを塗布操置８に連続的に配設された急速加熱装置である炉内へ搬入した。炉
内上部の発熱体は高密度に配設され、炉内雰囲気温度は約８００～１０００℃であり、熱
量は炉内の単位面積当たり約１６００ＭＪ／ｍ２ ・ｈとされ、加熱面積３０ｃｍ×１５０
ｃｍであった。タイルが炉内におかれた時間は約３０秒間であり、タイルが発熱体下に置
かれた時間は約１０秒であった。その結果、タイル表面に形成された薄膜は、タイル表面
に完全に固定化された。
炉から搬出されたタイルの表面温度は３００℃～３５０℃に上昇していた。タイルは続い
て、タイルの上下より冷風を吹き付けることによりタイルを冷却する冷却装置に導入され
、３ｍの間で１００℃～１５０℃まで冷却された。
こうして得られた機能材のタイルは、光触媒機能を有し、抗菌性、防汚性、防臭性などの
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分解機能が高く、更に親水性を有するものであった。また、タイル表面上に形成された薄
膜の強度（硬度）は、モース硬度で４以上であり、さらに耐摩耗性、耐薬品性にすぐれる
強固な膜であった。
また、薄膜の水に対する湿潤熱を評価したところ、５００ｅｒｇ／ｃｍ２ と高いものであ
ったので十分な親水性を発揮できていると考えた。この湿潤熱は溶媒に対するぬれさの一
つの指標と考えられているものであり、高いということはその溶媒に対してぬれやすいと
いうことを示すものである。

（ａ）光触媒コーティング組成物の調製
光触媒コーティング組成物の調製は、１％硝酸銀水溶液１重量部と、０．３％酢酸銅水溶
液２重量部に代えて３％酢酸銅水溶液を１重量部用いた以外は、実施例１と同様にして行
った。
（ｂ）基材の調製
実施例１に準じて、大型タイル（０．９ｍ×１．８ｍ）を調製した。すなわち、図３の装
置の成形装置５で陶磁器原料を押し出し成形して素地を得た後、施釉装置６で素地の表面
に釉薬を塗布し、焼成装置７としての焼成温度１１５０℃に設定されたローラーハースキ
ルン内を３時間通過させて焼成して、大型タイルを得た。
（ｃ）機能材の製造
図３の装置の塗布装置８内において、得られたタイルの温度が８０℃であるとき、実施例
１と同様の光触媒コーティング組成物をタイルの表面にスプレー塗布した。塗布量は１５
ｇ／ｍ２ とした。タイルの温度が８０℃と高温であることから、余分な水分は瞬時に蒸発
し、固形分のみがタイル表面に均一に積層し、約０．１μｍの薄膜が形成された。
次に、タイルを塗布操置８に連続的に配設された急速加熱装置である炉内へ搬入した。炉
内上部の発熱体は高密度に配設され、炉内雰囲気温度は約８００～１０００℃であり、熱
量は炉内の面積当たり約１６００ＭＪ／ｍ２ ・ｈとされ、加熱面積１．５ｍ×２８ｍであ
った。タイルが炉内におかれた時間は約６０秒間であり、タイルが発熱体下に置かれた時
間は約５０秒であった。その結果、タイル表面に形成された薄膜は、タイル表面に完全に
固定化された。
炉から搬出されたタイルの表面温度は２００℃～２５０℃に上昇していた。タイルは続い
て、水を噴霧することによりタイルを冷却する冷却装置に導入され、１０ｍの間で１００
℃～１５０℃まで冷却された。
こうして得られた光触媒機能を有する機能材のタイルは、光触媒機能を有し、抗菌性、防
汚性、防臭性などの分解機能が高く、更に親水性を有するものであった。また、タイル表
面上に形成された薄膜の強度（硬度）は、モース硬度で４以上であり、さらに耐摩耗性、
耐薬品性にすぐれる強固な膜であった。

（ａ）光触媒コーティング組成物の調製
光触媒コーティング組成物として、チタンアルコキシド（チタンテトライソプロポキシド
）およびオルトけい酸テトラエチルを、それらの濃度がそれぞれ５重量％、１重量％とな
るように、イソプロピルアルコールで希釈した調製した。
（ｂ）基材
基材として１ｍ×１ｍの大きさのガラス板を用意した。
（ｃ）機能材の製造
機能材を図５に示される装置により製造した。但し、用いた装置にあっては、塗布操置８
と乾燥装置１２とが交互に３度繰り返し設けられてなるものである。まず、４０℃に温度
設定した予備加熱装置１１により、ガラスの表面温度を４０℃に加熱した。その後、ガラ
ス表面に光触媒コーティング組成物をスプレー塗布した。塗布量は５ｇ／ｍ２ とした。ガ
ラスの温度が４０℃と低温であり、水分およびアルコール分が蒸発しにくいことから、塗
布後１００℃で乾燥させ、塗布と乾燥を３回繰り返すことで積層し、固形分のみがガラス
表面に均一に積層し、約０．１μｍの薄膜が形成された。
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次に、ガラスを、最後の乾燥装置１２に連続的に配設された急速加熱装置９である炉内へ
搬入した。炉内上部の発熱体は高密度に配設され、炉内雰囲気温度は約５５０℃であった
。ガラスが炉内におかれた時間は約２秒間であり、その結果、ガラス表面に形成された薄
膜は、ガラス表面に完全に固定化された。
炉から搬出されたガラスの表面温度は２５０℃～３５０℃に上昇していた。ガラスは続い
て、強制的に風をあてることによりガラスを冷却する冷却装置に導入され、３ｍの間で５
０℃～１５０℃まで冷却された。
得られた機能材は、表面の平滑性が高く、光触媒機能を有し、分解機能が高く、更に親水
性が大きいものであった。
また、ガラス表面上に形成された薄膜の硬度（モース高度）は４以上と硬く、また耐摩耗
性、耐薬品性に優れた強固な膜であった。

（ａ）光触媒コーティング組成物の調製
実施例１と同様の光触媒コーティング組成物を用意した。
（ｂ）基材
基材として、表面にアクリルウレタン塗膜、更にフッ素樹脂塗膜が形成されてなる無機質
化粧板を用意した。
（ｃ）機能材の製造
機能材を図５に示される装置によっで製造した。６０℃に温度設定した予備加熱装置１１
により、基材表面の温度を６０℃に加熱した。その後、基材表面に光触媒コーティング組
成物をスプレー塗布した。塗布量は２０ｇ／ｍ２ とした。
次に、基材を、乾燥装置１２に連続的に配設された急速加熱装置９へ搬入した。急速加熱
装置９は、雰囲気温度２５０℃のローラーハースキルン（ＲＨＫ）であり、このＲＨＫ内
を約４５秒で通過させて急速加熱した。その結果、光触媒コーティング組成物は無機質化
粧板表面に完全に固定化された。
得られた光触媒機能を有する機能材は、表面の平滑性が高く、分解機能と撥油性を有し、
耐摩耗性、耐薬品性に優れた強固な膜であった。

（ａ）光触媒コーティング組成物の調製
まず、チタンゾル（ＳＴＳ－２１）と、シリカルゾル（日産化学株式会社製、商品名　ス
ノーテックス０）、リチウムシリケート（日産化学株式会社製、商品名　リチウムシリケ
ート３５）、界面活性剤（花王　エマルゲン７０７）とを混合し、酸化チタン１重量部に
対して１％硝酸銀水溶液１重量部、０．３％酢酸銅水溶液２重量部を添加し、紫外線（紫
外線強度約１ｍＷ／ｃｍ２ ）を４時間照射した。この間溶液を攪拌して、紫外線が十分照
射されるようにした。この操作によって、光触媒コーティング組成物として、最終濃度が
銀および銅を酸化チタン光触媒に担持させたチタンゾル０．１％重量％、シリカゾル０．
１重量％、リチウムシリケート０．５重量％、界面活性剤０．００１重量％である混合ゾ
ルを調製した。
（ｂ）基材
基材として洋食器皿を用意した。
（ｃ）機能材の製造
機能材を図５に示される装置により製造した。まず、１００℃に温度設定した予備加熱装
置１１により、皿の表面温度を１００℃に加熱した。その後、表面に光触媒コーティング
組成物をスプレー塗布した。塗布量は４０ｇ／ｍ２ とした。皿の温度が１００℃と高温で
あることから、水分は瞬時に蒸発し、固形分のみが皿の表面に均一に積層し、約０．４μ
ｍの薄膜が形成された。
次に、皿を、乾燥装置１２に連続的に配設された急速加熱装置９である炉内へ搬入した。
炉内上部の発熱体は高密度に配設され、炉内雰囲気温度は約８００～１０００℃であり、
熱量は炉内の面積当たり約１６００ＭＪ／ｃｍ２ ・ｈとされ、加熱面積は３０ｃｍ×１５
０ｃｍであった。皿が炉内におかれた時間は約１０秒間であり、その結果、表面に形成さ
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れた薄膜は、皿表面に完全に固定化された。
炉から搬出された皿の表面温度は２５０℃～３００℃に上昇していた。皿は続いて、風冷
することにより冷却する冷却装置に導入され、３ｍの間で５０℃～１５０℃まで冷却され
た。
得られた皿は、光触媒機能を有し、抗菌性に優れたものであった。表面に付着したサラダ
オイルは水洗のみによって容易に除去することができた。
また、皿の表面上に形成された薄膜の強度（硬度）は、モース硬度で４以上の硬い膜とな
り、耐摩耗性、耐薬品性にすぐれる強固な膜であった。

機能材を図５に示される装置により製造した。まず、１００℃に温度設定した予備加熱装
置１１により、タイルの表面温度を１００℃に加熱した。その後、基材の表面に光触媒コ
ーティング組成物であるチタンキレート０．０５％をスプレー塗布した。水分は直ちに蒸
発し、固形分がタイル表面に固定化され、約０．２μｍの薄膜が形成された。
次に、タイルを、乾燥装置１２に連続的に配設された急速加熱装置９である炉内へ搬入し
た。炉内上部の発熱体は高密度に配設され、炉内雰囲気温度は約８００～１０００℃であ
り、熱量は炉内の面積当たり約１６００ＭＪ／ｍ２ ・ｈとされ、加熱面積は３０ｃｍ×１
５０ｃｍであった。タイルが炉内におかれた時間は約１０秒間であり、その結果、表面に
形成された薄膜は、表面に完全に固定化された。
炉から搬出されたタイルの表面温度は２５０℃～３００℃に上昇していた。タイルは続い
て、風冷することにより冷却する冷却装置に導入され、３ｍの間で５０℃～１５０℃まで
冷却された。
得られた光触媒機能を有するタイルは、光触媒機能を有し、親水性および抗菌性に優れた
ものであった。
また、タイルの表面上に形成された薄膜の強度（硬度）は、モース硬度で４以上の硬い膜
となり、耐摩耗性、耐薬品性にすぐれる強固な膜であった。

機能材を図５に示される装置により製造した。タイルの表面温度を予備加熱装置にて１０
０～３００℃に加熱した後、酸化チタンゾル、アルカリ珪酸塩、アルミナゾルを所定量混
合しＴｉＯ２ が０．２％、ＳｉＯ２ が０．１％、Ｌｉ２ Ｏが０．００８％、Ｎａ２ Ｏが０
．０１２％、Ｂ２ Ｏ３ が０．００１５％、Ａｌ２ Ｏ３ が０．００５％の濃度となるように
調整した水溶性コーティング液をタイル表面１ｃｍ２ あたり２～３μｇスプレー塗布した
。水分は直ちに蒸発し、固形分がタイル表面に固定化された。次に、乾燥装置１２に連続
的に配設された急速加熱装置９にて炉内温度約８５０℃、熱量１２００ＭＪ／ｍ２ ・ｈ、
加熱面積０．６ｍ２ で焼成した。この時タイルの表面温度は最高温度で４８０℃であった
。タイルが炉内に置かれた時間は約１５秒であり、その結果表面に薄膜が形成された。サ
ンプルの光触媒活性を調べるために、１％の硝酸銀溶液をサンプル表面に塗布し、ＢＬＢ
ランプ下に５分間放置した後の色差（ΔＥ）を測定すると約１８であった。また、サンプ
ルをＢＬＢランプ下に２４時間放置した後水の接触角は約５度であった。

機能材を図５に示される装置により製造した。予備加熱装置１１にてタイルの表面温度を
２００℃に加熱した後、銅をドーピングした酸化チタンゾル、アルカリ珪酸塩を混合しＴ
ｉＯ２ が０．０８％、ＣｕＯが０．００４％、ＳｉＯ２ が０．３％、Ｌｉ２ Ｏが０．０２
５％、Ｎａ２ Ｏが０．０４％、Ｂ２ Ｏ３ が０．００５％の濃度となるようした調整した水
溶液を基材表面１ｃｍ２ あたり２～３μｇスプレー塗布した。水分は直ちに蒸発し、固形
分がタイル表面に固定化された。次に、乾燥装置１２に連続的に配設された急速加熱装置
９にて炉内温度約７５０℃、熱量１２００ＭＪ／ｍ２ ・ｈ、加熱面積０．６ｍ２ で焼成し
た。この時の焼成中の基材表面の最高温度は３５０℃であった。タイルが炉内に置かれた
時間は約１０秒であり、その結果表面に薄膜が形成された。サンプルの光触媒活性を調べ
るために、１％の硝酸銀溶液をサンプル表面に塗布し、ＢＬＢランプ下に５分間放置した
後の色差（ΔＥ）を測定すると約３であった。また、サンプル表面の抗菌力は高いもので
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あった。
【図面の簡単な説明】
図１は、図１（ａ）および（ｂ）は、本発明による光触媒機能を有する機能材の製造方法
の説明図である。基材１に塗布された光触媒コーティング組成物の層２ａは、急速加熱に
よって、光触媒機能を基材１に付与する薄膜２ｂとなる。
図２は、図２（ａ）および（ｂ）は、本発明による光触媒機能を有する機能材の製造方法
の説明図である。基材１に塗布された光触媒コーティング組成物の層２ａおよびバインダ
ーと溶剤とからなる層４ａは、急速加熱によって、光触媒機能を基材１に付与する薄膜２
ｂとなり、層４ａは非架橋酸素を有し親水性の発揮に寄与する層４ｂとなる。
図３は、本発明による機能材の製造装置の説明図である。図に示す装置は、基材としてま
ずいわゆる陶器を製造する成形装置５、施釉装置６、および焼成装置７からなる装置と、
光触媒コーティング組成物の塗布装置８、急速加熱装置９、および冷却領域１０とからな
る本発明による装置とが連続して配設され、さらに各装置内および装置間において連続し
て基材を搬送可能な搬送装置１６を備えてなる。
図４は、図３中の急速加熱装置９の構造を模式的に表した図である。急速加熱装置９は、
発熱体２１と、それを覆いかつ加熱空間を形成する耐熱材料２２と、加熱しようとする基
材２３を前記加熱空間内に保持しかつ図中の矢印Ａ方向に基材を搬送する搬送手段１６と
、前記加熱空間に基材を搬入搬出するための搬入口２４と搬出口２５とからなる。
図５は、光触媒コーティング組成物の塗布の前に、基材表面を予備加熱する予備加熱装置
１１および前記組成物が塗布された基材を乾燥させる乾燥装置１２を備えた装置を示す図
である。
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【 図 １ 】

【 図 ２ 】

【 図 ３ 】
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【 図 ４ 】 【 図 ５ 】
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